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研究成果の概要：平成 19 年度は、社会関係資本の指標として利用可能なマクロ指標を体系立

てて収集し、予備的な分析を行った。平成 20 年度は前年度の予備的な分析結果に基づき、ラ

ンダムサンプリング調査を郵送法によって行った。マクロデータを用いた分析から調査対象地

点として 3 地点を抽出し、地域特性を考慮した分析を可能にした。その結果、人々の移動の多

い地域において、携帯メール利用が近隣の人々の評判の流通を下支えしていることなどが明ら

かになった。 
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１．研究開始当初の背景 

社会関係資本とは社会的ネットワーク・信
頼感・互酬性の規範などを要素とする構成概
念である。緊密な社会的ネットワークを通し
た集合的コミュニケーションは他者に対す
る高い信頼感と互酬性の規範の形成を促し、
さらに社会的信頼と互酬性の規範は他者と
の協力行動を促進するため、コミュニティあ
るいは社会レベルでのポジティブな効果を
生み出すと考えられている。すなわち、能動

的な社会参加・政治参加の活性化、熟考に基
づく質の高い世論形成、信頼に基づいた経済
的取引におけるコストの低減等が期待され
るため、社会関係資本は民主主義社会システ
ムを支える「潤滑油」としての役割を果たし
ているといえる。特に、ICT 利用は、人々の
集合的コミュニケーションを低コストで実
現する点において社会関係資本論との理論
的整合性が高く、その有効な活用が期待され
ている。 
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２．研究の目的 

本研究の目的は、インターネットに代表され
る情報通信技術（以下、ICT)の発達と普及が
もたらす社会的帰結の全体像ついて、これま
で別個に検討されてきたマイクロレベル（個
人）での心理的・行動的変容と、マクロレベ
ル（県・市区町村）での社会的・政治的変動
に関する知見を有機的に接合し、社会関係資
本論の立場から包括的かつ実証的に明らか
にすることにある。 
 

３．研究の方法 

平成 19 年度は、平成 20 年度に実施予定の
社会調査のベースとなる資料の収集を行い、
基本的なデータ分析の準備を行った。まず、
社会関係資本の指標として利用可能なマク
ロ指標は、さまざまな統計調査で測定されて
いるため所在が分散しており、体系立てて収
集する必要があるため、これらの資料を収集
した。主に体系的に収集した資料は、①朝日
新聞社「民力調査」と、②NHK 放送文化研
究所「国民生活時間調査」である。これらの
調査データは時系列データとなっているた
め、社会関係資本のマクロ指標の時系列的変
遷を分析しておくことで、今後の社会調査の
地点選定のために利用できる。 

平成 20 年度は前年度の予備的な分析結果
に基づき、ランダムサンプリング調査を郵送
法によって行った。総務省統計局より公開さ
れている市区町村データを用いたマクロレ
ベルでの因子分析を行い、都市度を表す軸、
および財政力指数等から構成される社会経
済的豊かさを表す軸を抽出し、それらによっ
てマッピングされる調査対象地点の中から 3

地点を選定した。選定された調査対象地点は、
小田原市、旭市、清瀬市の 3 市である。各市
の選挙人名簿の閲覧申請を行い、層化二段無
作為抽出法によって各 1000 人ずつの調査対
象者を抽出した。抽出の対象年齢は 20～69

歳とした。主な調査項目は以下の通りである。 

１．ICT 利用：PC／携帯メール送受信数（頻
度・相手） 

２．社会参加・政治参加：組織・インフォー
マルなグループへの参加、政治参加、地域防
犯活動への参加 

３．心理変数：一般的信頼感・互酬性の規範・
社会的寛容性・私生活志向 

４．ネットワーク変数：地理的な区分に従っ
たネットワークサイズ・評判流通尺度 

５．デモグラフィック変数 

平成 21 年 2 月に発送作業を行い、同年 3 月
に回答を締め切った。調査回答への謝礼とし
てボールペンが同封された。回収率は全体で
約 3 割強であった。 

 

４．研究成果 
 評判は、他者の信頼性を判断するシグナル

として機能するだけでなく社会関係資本の
ベースとなる一般的互酬性と密接な関連を
持ち、人々の協力的な社会的交換を支える基
盤として機能している。しかし、オンライン
オークションなどのように制度化された評
判システムの研究は蓄積されつつあるもの
の、日常生活における対人コミュニケーショ
ンにおける評判流通とインターネット利用
の関係についての研究は手薄である。本研究
はまず、インフォーマルな対人コミュニケー
ションで用いられる傾向の強い携帯メール
に着目し、その利用が近隣地域における評判
の共有性および評判に基づいた対人関係の
選択性とどのような関係にあるのかを調査
データを用いて検討した。その際、人々が埋
め込まれている社会的環境の特徴として地
域密着性に着目し、携帯メール利用と評判の
関係を地域間比較の視点から検討した。 

 評判の共有性は、「「近所で評判の良い人」
といわれて思い浮かぶ顔がある」「「近所で評
判の悪い人」といわれて思い浮かぶ顔があ
る」「近所の人が考える「評判の良い人」は
たいてい一致している」「近所の人が考える
「評判の悪い人」はたいてい一致している」
の 4項目で測定され、単純加算された(α
=0.89)。評判による選別性については、「な
るべく評判の良い人と近所づきあいをする
ようにしている」「なるべく評判の悪い人と
は近所づきあいをしないようにしている」の
2 項目で測定された(α=0.79)。なお、近所と
は「自宅から歩いて 10分程度の範囲」とし
て定義された。以下の分析では、地域密着性
の高い地域として小田原市と旭市のデータ
を、低い地域として清瀬市と武蔵野市のデー
タをそれぞれプールして扱う。標準化された
尺度得点を地域密着性の高低に分けて図１
に示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 評判の共有性と評判による選別性の
地域別得点 
 
 いずれも、地域密着性が高く人の移動の少
ない地域の方が合意性の高い評判が近隣で
共有され、またそれが対人関係の選択的形成
に利用されている（差はいずれも高度に有
意）。 
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携帯メール利用は、利用の有無をダミー変
数化した。地域密着性の高い地域では 64%、
低い地域では 78%の回答者が携帯メールを利
用している（差は高度に有意）。携帯メール
の利用・非利用ごとに評判の共有性と評判に
よる選別性の尺度得点を図２・３に示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 携帯メール利用ごとの評判の共有性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 携帯メール利用ごとの評判による選
別性 
 
 地域密着性の高低にかかわらず、携帯メー
ル利用者の方が評判の共有性・評判による選
別性の尺度得点が低い。すなわち、携帯メー
ルを利用しているほど、近隣における評判の
共有性を低く認知し、また人づきあいにおい
て評判に基づいた選別を行わない傾向があ
る。これは予測とは逆の傾向である。しかし、
携帯メール利用者は若年層に偏るなど、第 3
変数の効果がこうした地域間・地域内の差異
をもたらしている可能性がある。そこで、評
判の共有性と評判による選別性を従属変数
とした重回帰分析を行い、携帯メール利用の
効果を検討した。 

その結果、以下のことが明らかになった。
居住年数が長いほど、一戸建てに住んでいる
ほど、近隣の評判の共有性が高い。また、市
内に住むネットワーク他者の数が多く、近所
づきあいが盛んなネットワークを持ってい
るほど評判の共有性が高い。着目する携帯メ
ール利用の効果は、図２における二変量の関
係とは逆に、地域密着性の低い地域でプラス

の効果が見られた。一方、評判による選別性
では、近所づきあいが盛んなネットワークを
持っているほど評判を利用した人づきあい
の選別を行っている以外には一貫した効果
は見られない。携帯メール利用は、地域密着
性の低い地域においてのみ、評判による選別
性に対してプラスの効果を示した。 
 評判は、①評価フェーズ、②共有フェーズ、
③利用フェーズの少なくとも 3段階に分けて
捉える必要があるだろう。本研究の結果は共
有フェーズと利用フェーズにおける選別性
を検討したが、地域内ネットワークでの携帯
メールの利用は共有フェーズと利用フェー
ズの双方でプラスの効果を持ち、しかも携帯
メール利用のモビリティの高さが適応的と
なるような人々の移動が多い地域において
その効果が確認された。図１に見られるよう
に人々の移動が多い地域においては評判の
共有と利用が相対的には不活発であるが、移
動の多い社会的環境に適し、かつ対人関係の
選択性を高める携帯メール利用によって下
支えられている可能性がある。本研究では携
帯メール利用は最も粗い測定である利用の
有無を用いて検討を行った。除外された第 3
変数による擬似相関の可能性も含めて、今後
はメールのやり取りの相手が地理的にどの
ような範囲に分散しているかなどを考慮し
て、評判の共有・利用と関連を持つ具体的な
メール利用の内容について検討していくこ
とが必要となる。 
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